
柱

■２１年度計画

年度 人 年度

人

％

年度 件 年度

件

％

年度 人 年度

人

％

千円

千円 千円

■局施策に対する担当局の評価

■　評価担当部署の意見

適切な評価 下記のとおり

現状値

１５０件
実績

平成20年度

達成度

達成度

実績

現状値

計画

子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

大項目

子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

目標値

現状値

計画

担当局／
総務担当課名

Ⅰ-1-(4)-②

実績

成果指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

582-2357

企画課

C時点：22. 7月

○

A時点：－ B時点：-

教育委員会

99,969

B

局名 教育委員会

いじめや不登校などの問題を抱えた子どもへの支援

施
策
の
概
要

何（誰）をどのような状
態にしたいのか。

いじめや不登校、保護者対応など学校・園が抱える課題も複雑化していることから、生徒指導や教育相談活動を通じて不登校、
いじめ問題の未然防止、解消を目指す一方で、いじめを見過ごさず、不登校を進路等の生き方にかかわる重大な問題としてとら
えて、的確に実態を把握し、早期対応、きめ細かな対応を行います。

その結果、実現を目指
す取組みの方針名

連絡先

21年度評価

事業費 147,476

うち一般財源

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

局施策の
　評価

成果指標の結
果を踏まえ、構
成事業の評価
結果なども考
慮し評価を行
う。

132

７５０人

【局施策評価】　　Ａ：大変良い状況にある　 　Ｂ：概ね良い状況にある　　Ｃ：概ね良い状況とまでは言えない　　Ｄ：不十分な状況にある

目標値

平成２５年度

目標値 １２０件

平成２５年度

８人

○不登校・いじめへのきめ細かな対応
　スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置や、不登校児童生徒を対象とした療育キャンプの実施など、
各種の施策により、学校への支援が効果的に行え、不登校を含む長欠、いじめ件数が減少しました。
　また、いじめ防止対策については、児童生徒に対するアンケート、教育相談、教職員の校内研修会等の実施状況の把
握に努めました。

平成２１年度

局　施　策　評　価　票

○不登校・いじめへのきめ細かな対応
　小中連携を含め、きめ細かな対応により、不登校児童生徒の減少に努めます。いじめ防止対策については、いじめに関する教職員の意識
の高揚を図るとともに、アンケートや教育相談等の徹底により、いじめの早期発見・早期対応に努め、未然防止、早期解決に向け、今後も継
続して事業を実施します。
　また、スクールソーシャルワーカーの拡充を図ります。

今後の
局施策の
方向性

35,715

目標値

コ
ス
ト

施
策
の
成
果

主な分析理由

平成２５年度

822

100.0

99.8

109.8

2

2

820

145計画

達成度

平成２０年度に２名体制で事業を開始しましたが、支援者数が増加しているため、平
成２５年度までに８名体制とする目標設定をしました。

平成20年度

834人

不登校児童生徒数

不登校児童生徒数を、平成２５年度までの５年間で、２０年度比10％の削減を目標
設定しました。

いじめ実態調査件数

いじめの発生件数を、平成25年度までの5年間で、20年度比20％の削減を目標設定
しました。

平成20年度

２人

現状値

構成事業にかかった
人件費の目安(21年度）

平成 21 年度実施施策

スクールソーシャルワーカー配置状況

施　策　名

取組みの方針

人を育てる

子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

基
本
計
画



千円 千円

①
千円

千円 千円

②
千円

千円 千円

③
千円

千円 千円

④
千円

千円 千円

⑤
千円

千円 千円

⑥
千円

千円 千円

⑦
千円

千円 千円

⑧
千円

千円 千円

⑨
千円

千円 千円

⑩
千円

千円 千円

千円

平成
A時点：－

施　策　名 いじめや不登校などの問題を抱えた子どもへの支援

― 21年度

構成事業名

事業費

今後の方向性

― ２１年度

事業にかかった
人件費の目安
(21年度)

　　構　成　事　業　一　覧

事業費のうち一般財源

21
教育委員会

Ⅰ-1-(4)-②

経費分類

裁量的経費
義務的経費

特別経費（重点）
特別経費（臨時）―

C時点【21年度：執行額】

C時点：22. 7月

○

事業費のうち一般財源

年度
実施施策

B時点：-

―

99,969

事業費

―

―
事業費のうち一般財源

―

―

―
事業費のうち一般財源

―

ウ

―

―

―

―

ウ

―

―

―
事業費のうち一般財源

―

―

―

―

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

7,225

138,768

91,261

7,225

―

ア

裁量的経費

―

裁量的経費

不登校・いじめ対策の充実

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

スクールソーシャルワーカー活用事業

事業費のうち一般財源

スクールカウンセラーの配置

【事業の今後の方向性】　　ア：事業の見直しを図ることが可能　　イ：休止・廃止を検討　　ウ：現状のまま進めることが適当　　エ：終了

局施策全体のコスト
―

147,476

施策全体の事業費のうち一般財源

２１年度
【局施策評価】
Ａ：大変良い状況にある
Ｂ：概ね良い状況にある
Ｃ：概ね良い状況とまで
　　は言えない
Ｄ：不十分な状況にある

B

19,5001,483

1,483

裁量的経費

―

35,715

―

人件費（目安）

局施策の
21年度評価

7,740

8,475



新規 継続

○

柱

①

②

③

人 年度

人

％

件 年度

件

％

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

Ⅰ-1-(4)-②

○不登校対策推進協議会において、不登校解消のための学校・家庭・地域社会の役割と連携について協議しました。特に中１
ギャップの解消のため、全市的な小中連携の必要性を協議しました。
○平成２０年度から、不登校のみならず長期欠席児童生徒全てを対象とし、不登校状態に近いものも含め、きめ細かな調査を実
施した結果、２００名以上増加となりましたが、平成２１年度は微減です。

いじめの認知件数

達成度

平成25年度計画

実績 132

109.8

145

うち一般財源

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、
効果があったのか。

コ
ス
ト

1,483

内容

99.8

○小中連携を含め、きめ細かな対応により、不登校児童生徒数・いじめ認知件数の減少に努めるため、
今後も学校での取組、啓発の継続についての必要性は非常に高いと考えます。

○いじめは減少傾向にあり、学校支援指導主事の情報収集と指導・助言、市費講師等の人的支援によ
る生徒指導が効果をあげています。

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

19,500

事業費
事業にかかった

人件費の目安(21年度）

○不登校対策推進協議会、療育キャンプ指導員に係わる経費等の業務単価の見直しを行い、効率的
な執行ができました。

○不登校・いじめとも児童生徒にかかわる最重要課題であり、施策実現のためには、小中連携を含め、
きめ細かな対応を今後も推進していく必要があります。

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ア

4

4

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

4

4

施策名

平成２１年度

不登校児童生徒数　822人

いじめ認知件数　132件

成果

平成２２年度 平成２３年度

800人

140件

780人

135件

不登校児童生徒数

いじめ実態調査件数

750人

120件

765人

130件

平成２５年度

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

単
年
度
計
画

実
施
状
況

現状

実
施
工
程

当初
計画

○　教育相談活動や心の相談アンケート等の実施により、校内でのいじめの早期発見に努め
た。また、スクールカウンセラーの積極的な活用により、いじめの早期発見・解決に努めました。

不登校児童生徒数　820人

いじめ認知件数　145件

1,483

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

○不登校、いじめとも児童生徒にかかわる最重要課題であることから、事案の早期発見・早期解決や、社会性の育成を含む多様な支援を行う
ことで問題解決に取り組みます。

５８２－２３６７平成２１年度実施事業

基
本
計
画

経費区分

連絡先

教育委員会

子どもの未来をひらく教育プラン（施策６）

事業期間大項目

事　業　名

主要施策 いじめや不登校などの問題を抱えた子どもへの支援

取組みの方針 子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

人を育てる

子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

評
価

実
施
結
果

今
後
の
方
向
性

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実
現に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なの
か。市の関与をなくすことはで
きないのか。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得ら
れないか。または、同じコストで
より高い効果を得られないか。

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

事　業　評　価　票

内容

いじめや不登校などの問題を抱えた子どもへの支
援

担当局/課

平成元年度～

指導第二課

目標

裁量的経費

不登校・いじめ対策の充実

スクールソーシャルワーカー配置状況

関連計画

その結果、実
現を目指す施
策名と成果

平成２４年度

○中１ギャップが顕著であり、その要因を分析すると共に、小中連携を含め、きめ細かな対応により、不
登校児童生徒数の減少に努めます。
○いじめの認知件数は減少傾向にあるが、教員のいじめに対する意識の希薄化を招くことのないよう、
生徒指導主事・主任会議等において、継続的な取組、啓発に努めます。

800人

140件

780人

135件

765人

130件

750人

120件

120件

計画変更理由

平成２１年度

822

達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

不登校児童生徒数

○　不登校の解決を図る取組の一環として、不登校児童生徒教育キャンプを実施した。また、不
登校対策推進協議会において、不登校解消のための学校・家庭・地域社会の役割と連携につ
いて協議し、特に中１ギャップの解消のため、全市的な小中連携の必要性を協議を進めました。

計画

実績

平成25年度

750人

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

○

820

不登校・いじめ対策の充実



新規 継続

○

柱

①

②

③

年度

％

件 年度

件

％

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

平成２５年度

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

○

全中学校

○児童生徒の相談件数は、年々増加して相談内容も進路、学習、友人関係、部活動等多様化してきて
おり、また小・中連携の強化を目指すためにも、小学校へのスクールカウンセラーの派遣の充実が必
要です。

-

100.0

平成２１年度

-

事　業　評　価　票

連絡先

事　業　名

主要施策 いじめや不登校などの問題を抱えた子どもへの支援

５８２－２３６７平成２１年度実施事業
関連計画

指導第二課教育委員会

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

裁量的経費

スクールカウンセラーの配置

経費区分子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

成果

不登校やいじめ等の児童生徒及び保護者への対応には、小・中学校等におけるカウンセリング等の機能の充実を図ることが重要な課題と
なっており、教育相談に関する高度で専門的な知識・経験を有する臨床心理士等の「心の専門家」をスクールカウンセラーとして、すべての中
学校に配置および小学校への派遣を行い、生徒指導上の諸問題の解決を図ります。

Ⅰ-1-(4)-②

不登校児童生徒数

担当局/課

大項目

取組みの方針

事業期間

子どもの未来をひらく教育プラン（施策６）
基
本
計
画

人を育てる

計画

その結果、実
現を目指す施
策名と成果

いじめ実態調査件数

全中学校

平成２５年度平成２４年度 計画変更理由

目標

実
施
工
程

　　　　　全中学校

当初
計画

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

施策名

平成７年度～

　　　　　全中学校

子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

いじめや不登校などの問題を抱えた子どもへの支
援

平成２２年度 平成２３年度

内容 全中学校

コ
ス
ト

138,768

－

25,773

-

事業費

教育相談に関する高度で専門的な知識・経験を有する臨床心理士等の「心の専門家」をスクールカウンセ
ラーとして、すべての中学校に配置および小学校への派遣を行い、生徒指導上の諸問題の解決を図ってい
ます。

評
価

実
施
結
果

今
後
の
方
向
性

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実
現に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なの
か。市の関与をなくすことはで
きないのか。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得ら
れないか。または、同じコストで
より高い効果を得られないか。

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、
効果があったのか。

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

単
年
度
計
画

実
施
状
況

現状

相談件数

相談件数は、年々増加して相談内容も多様化しており、児童生徒の「心のよりどころ」となっていることを示
しています。

平成２１年度

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

スクールカウンセラーの配置

91,261

達成度

○現在のところ他の実施主体は考えられず、実施主体は市が適当だと考えます。

○教育相談に関する高度で専門的な知識・経験を有する「心の専門家」として、生徒指導上の諸問題
の解決改善に貢献しています。
○相談件数が毎年増加し、児童生徒の「心のよりどころ」となっています。また教員のカウンセリングス
キルの向上にも貢献しています。

○各中学校へのスクールカウンセラーの配置の見直しを行い、効率的な執行ができました。

○学校の児童生徒にかかわる問題が多様化する中、スクールカウンセラーは児童生徒の「心のよりど
こ ろ」的存在です。また、教員のカウンセリングスキルの向上に効果があることから、今後も継続が必
要と考えます。

○スクールカウンセラーの全中学校への配置および小学校への派遣を継続的に行っています。
○教育相談に関する高度で専門的な知識・経験を有する「心の専門家」として、生徒指導上の諸問題の解決改善に貢献していま
す。

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ウ

4

4

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

4

4

実績

8,475

事業にかかった
人件費の目安(21年度）

内容

達成度

計画

実績

うち一般財源

スクールカウンセラーの配置（不登校・いじめ等への対応）

スクールカウンセラーの配置



新規 継続

○

柱

①

②

③

年度

％

年度

％

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

Ⅰ-1-(4)-②

・平成２１年度は、不登校や虐待等の問題のある児童生徒１２８人に対応し、そのうち５割以上（６９人）を解決・好転しました。
・学校への訪問・電話など学校に対する働きかけは、平成２０年度７２１人から平成２１年度１，３７２人と増加しました。
・平成２１年度のケース会議の開催・参加は、１５１回、家庭訪問等は７１９回、関係機関訪問等は８９３回でした。

学校、福祉関係機関との連携強化

達成度

平成２５年度計画

実績 1,763

-

うち一般財源

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、
効果があったのか。

コ
ス
ト

7,225

現在のところ他の実施主体は考えられず、実施主体は市が適当と考えます。

第３者的な役割で、学校と家庭との関係を改善したり、スクールソーシャルワーカーがリーダーシップを
発揮し、学校と関係機関の連携を強化するなど、児童生徒の支援を進める橋渡し役となっています。

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

7,740

事業費
事業にかかった

人件費の目安(21年度）

スクールソーシャルワーカー２人で、１２８人の児童生徒を支援しています。
社会福祉士や精神保健福祉士など専門性の高い人材が対応することで、適切で効果的な支援が行わ
れています。

児童生徒および保護者の係わる問題は多様化しており、スクールソーシャルワーカーによる支援の必
要な対象者は、今後ますます増加することが見込まれるため、必要性は非常に高いと考えます。

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ウ

4

4

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

4

4

不登校児童生徒数

いじめ実態調査件数

平成２５年度

施策名

平成２１年度

支援対象児童生徒数
128人
活動回数
1,763人

成果

平成２２年度 平成２３年度

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

単
年
度
計
画

実
施
状
況

現状

実
施
工
程

当初
計画

学校や福祉関係機関との事例検討会等におけるコーディネーターなど、スクールソーシャルワーカーが関係機関との連
携強化を図りながら、児童生徒や保護者等の支援に当たります。

支援対象児童生徒数

活動回数

7,225

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

不登校、いじめ、児童虐待など児童生徒の問題行動等の解消のため、社会福祉士や精神保健福祉士の資格を有し、専門的な知識を有する
スクールソーシャルワーカーを教育委員会に配置して、児童生徒への直接的な働きかけとともに家庭環境への働きかけなど、福祉的視点か
ら支援活動を行います。

５８２－２３６７平成２１年度実施事業

基
本
計
画

経費区分

連絡先

教育委員会

子どもの未来をひらく教育プラン（施策６）

事業期間大項目

事　業　名

主要施策 いじめや不登校などの問題を抱えた子どもへの支援

取組みの方針 子どもの健やかな成長を支える仕組みの整備

人を育てる

子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

評
価

実
施
結
果

今
後
の
方
向
性

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実
現に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なの
か。市の関与をなくすことはで
きないのか。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得ら
れないか。または、同じコストで
より高い効果を得られないか。

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

事　業　評　価　票

内容

いじめや不登校などの問題を抱えた子どもへの支
援

担当局/課

平成２０年度～

指導第二課

目標

裁量的経費

スクールソーシャルワーカー活用事業

スクールソーシャルワーカー配置状況

関連計画

その結果、実
現を目指す施
策名と成果

平成２４年度

・学校に対して、更なるスクールソーシャルワーカーの活用を促していきます。
・平成２０年度から平成２１年度にかけて、相談件数は増加、活動回数は倍増しています。平成２２年度
からスクールソーシャルワーを４名体制としましたが、今後の支援人数の推移や取組み状況を見ながら
必要に応じて、スクールソーシャルワーカーの増員など体制の充実を図る必要があります。

－

計画変更理由

平成２１年度

128

－ 平成２５年度

－

－

内容
-達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

児童生徒の支援

不登校、いじめ、児童虐待など児童生徒の問題行動等の解消のため、スクールソーシャルワーカーが支援の必要な児童
生徒や保護者等への直接的な働きかけを行います。

計画

実績

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

○

スクールソーシャルワーカーの活用（不登校・いじめ・児童虐待等への対応）


